塗り替えられた北東アジアの経済地図ー「北東アジア（環日本海）経済圏」構想挫折の背景ー by 坂田 幹男
はじめに















































れることになり、 経済圏 構想の実現に向けた取り組みが開始された ）。日本海沿岸地








） 北東アジア と 環日本海 とは必ずしも同義ではないが、ここでは、広義の 環日本海 地域を
北東アジアと同義とみなしている。
）この時期には、新潟県が出資して設立された 環日本海経済研究所 （ 年設立）、石
川・富山・福井の北陸三県における産・官・学によって設立された 環日本海経済交流促進協議会
（北陸 年設立）、京都府が主宰して設立された 環日本海アカデミック・フォーラム
（ 年設立）、北陸三県の研究者による 環日本海学術交流協会 （ 年設立）、全国規模の学際的






































る。 年 月の 天安門事件 によって、市場経済化へのブレーキが掛けられた中国経























よって、古典的な経済的補完関係を利用した 華南経済圏 と呼ばれる著しく活発な 局地経済圏 が
出現していた。このような経済的補完関係を利用した活発な 局地経済圏 を日・中・韓三ヵ国を中心
とした国家間協力の実現によって北東アジアにも創生させようと構想されたのが、 環日本海経済圏




























資料 中国国家統計局 中国統計年鑑 各年版より作成、 年は速報値。























ると見積もられていたにもかかわらず（ ［ ］）、 の拠出金が最大の
万ドルで、関係各国の拠出金を併せても 万ドル程度の財源を確保するのがやっと
だった。日本が主導権をもつ アジア開発銀行 （ ）も、資金協力には終始消極的で
あった。途中から、開発資金調達のため、 北東アジア開発銀行 （ ）を設立する
構想なども議論されたが（ ［ ］）、日本政府などは、 に屋上屋を重ねるこ
とになるとして反対した。北東アジアにおける日本の圧倒的な経済的プレゼンスを背景と




























的なプレゼンスを示すようになった。 年代初頭には日本の の 分の 程度しか
なかった中国の は、今日では日本の 倍以上にも拡大している（図 、参照）。し
塗り替えられた北東アジアの経済地図
図 北東アジアにおける最大貿易相手国
注 北東アジアは、日・中・韓・ロ カ国を指す。 年のその他は、韓中貿易（韓国側統計）、中ロ
貿易（中国側統計）、韓ロ貿易（韓国側統計）の合計、 年のその他は、日韓貿易（日本側統
計）、日ロ貿易（日本側統計）、韓ロ貿易の合計。中国は、香港との取引を除く。






今日では ％程度にまで下落している（ 年 ％）。中国の貿易や対内投資にとっ
て、日本の経済的重要度は格段に低下しているのである。しかも、中国は、外資優遇政策
が撤廃され始めた 年頃から 選別的外資導入 政策へと転換し、もはや 年代の
ような 無差別的外資導入 国ではない。中国は、依然として世界有数の外国投資受け入




かし、 年には、日本（日本 韓国・中国） ％、韓国（韓国 日本・中国）
％、中国（中国 日本・中国） ％と韓国の比重が大きく増大し、 年には、日
本 ％、韓国 ％、中国 ％と、日本と韓国がほぼ拮抗するようになった。さら






図 日本と中国の相互貿易依存度と名目 の推移（ 年）
注 香港を除く。
資料 中国国家統計局 中国統計年鑑 、海関統計速報および財務省貿易統計、
、各号より作成。
役の交代に帰結せざるを得ないものである。すなわち、このような状況の下では、かつて





























取り組むようになり、その結果、 年 月に開催された 中国共産党第 期中央委員会
第 回全体会議 において、 東北地域振興戦略 が正式に策定された（権［ ］）。
高速鉄道や高速道路網の整備など、交通インフラの整備と 社会主義計画経済 時代の










との経済連携に乗り出したのは、 年代に入ってからである。 年 月にシ
ンガポールで開催された中国・ 首脳会議の場で、中国の朱鎔基首相（当時）は
との の締結を提案し、その後、 年 月にカンボジアの首都プノンペン
で開かれた中国・ 首脳会議において関税の撤廃などを盛り込んだ 中国・
間の包括的な経済協力に関する枠組み合意 が調印された ）。
以後、中国は への急接近を図り、 年には ・中国自由貿易協定
（ ）が発効することとなった。このとき以降、中国の多国間に跨る経済連携の場
は完全に東南アジアにシフトし、さらには、 との関係強化を背景として、






ことを目指したものであり、その実現のために設立されたのが アジアインフラ投資銀行 （ ）で
ある。これらの点については、坂田・内山［ ］で詳しく述べている。
ここに至って、中国の広域経済圏構想は、東南アジアと中央アジアを中心とした 陸のシ








































































ル、 年 億ドル、 年 億ドルと順調に拡大していった。南北交易は、開城
工業団地が本格的に操業を開始した 年以降急増し、 年には 億ドル、 年には
過去最高の 億ドルを記録し、順調に拡大していくように見えた（図 、参照）。
南北経済交流の拡大の背景には、金大中大統領（ 年 年）・蘆武鉉大統領
（ 年 年）と 代 年続いた 包容政策（太陽政策） という韓国側の一方的な













わたる 包容政策 の破綻を白日の下にさらしたのである。こうして、 年末に行われ
た第 代大統領選挙では、 包容政策 から 相互主義の原則 ）への転換を主張した保
守・ハンナラ党の李明博候補が圧勝し、南北経済交流における政府の役割は後退し、経済交
流の中心は、開城工業団地を利用した民間企業の活動のみに限定されていったのである ）。
その後、 年 月 日の北朝鮮による第 回核実験に対する国連制裁決議の一環とし










































その後、韓国や中国の学会では、 北東アジア経済圏 に代えて、経済的 関
係を重視した 北東アジア自由貿易圏 （
）構想が議論されるようになった。そして、 構想の前提として、 日中韓
締結交渉が進められることとなり、 年 月から政府間交渉が開始された。 日



















日中 国交正常化（ 月 日）
中国 共産党第 期中央委員会第 回全体会議、 つの現代化 の提起（ 月）
米中 国交樹立（ 月 日）
中国 深 ・珠海・汕頭・アモイを経済特区に指定（ 月）
中ソ 両国政府国境貿易再開合意（ 月）
中ソ 国境貿易再開（ 月）
ソ連 ゴルバチョフ書記長就任（ 月 日 年 月 日）
ソ連 ゴルバチョフ書記長、ウラジオストク演説（ 月 日）
米ソ 首脳会談、中距離核戦力削減基本合意（ 月）
朝鮮半島 大韓航空機爆破事件（ 月 日）
米ソ 中距離核戦力全廃条約調印（ 月）
中国 沿海地域発展戦略発表（ 人民日報 月 日）
韓国 盧泰愚大統領特別宣言、社会主義国との関係改善の呼びかけ（ 月 日）
韓国 ソウル オリンピック開催（ 月 日 月 日）
ソ連 ゴルバチョフ書記長、クラスノヤルスク演説（ 月 日）
韓国 南北間物資交流に関する基本指針 発表（ 月）
韓国 南北経済人の相互交流を許容する措置 発表（ 月）
朝鮮半島 南北経済交流開始（ 月）
韓国 現代グループ鄭周永名誉会長訪朝、金剛山共同開発に関する議定書交換（ 月 日）
塗り替えられた北東アジアの経済地図
年 事 項
韓国 南北交流・協力に関する特別法 制定（ 月）
韓ソ 貿易事務所の相互開設（ 月）
中ソ ゴルバチョフ書記長訪中 中ソ国境画定作業着手で合意（ 月 日）
中国 天安門事件（ 月 日）
ベルリンの壁崩壊（ 月 日）
米ソ 首脳会談、冷戦の終結と新世界秩序樹立を宣言（ 月）
ソ連 ゴルバチョフ・ソビエト連邦初代大統領就任（ 月 日 年 月 日）
北東アジア経済発展国際会議開催（長春） 図們江デルタ開発構想 の提起（ 月 日）
朝鮮半島 南北高位級（首相）会談開始（ 月 年 月 計 回開催）
日朝 金丸訪朝団 日本自民党・社会党・朝鮮労働党 三党合同宣言 発表（ 月 日）
韓ソ 国交樹立（ 月 日）
韓中 貿易相互事務所の開設合意（ 月）
国連開発計画（ ） 図們江地域開発計画を第 次事業計画として採択（ 月）
日ソ ゴルバチョフ訪日、日ソ共同声明調印（ 月 日）
ロシア エリツイン初代大統領就任（ 月 日 年 月）
朝鮮半島 第 回国連総会において南北国連同時加盟（ 月 日）
国連開発計画 図們江地域開発調査報告書 公表（ 月）
朝鮮半島 南北間の和解と不可侵および交流・協力に関する合意書署名（ 月 日）
ソ連 ゴルバチョフ・ソビエト連邦大統領辞任、ソビエト連邦崩壊（ 月 日）
北朝鮮 羅津・先鋒自由経済貿易地帯 設置を政務印決定（ 月 日）
朝鮮半島 朝鮮半島の非核化に関する共同宣言 署名（ 月 日）
ロシア ウラジオストク対外開放（ 月）
韓国 大宇グループ会長金宇中訪朝、南浦での軽工業合弁企業設立合意（ 月 日）
中国 小平 南巡講和 、改革 開放政策の加速（ 月）
国連開発計画 図們江地域開発計画 第 回計画管理委員会開催（ソウル・ 月）
中国 満州里・黒河・綏芬河・琿春を国境開放都市に指定（ 月）
朝鮮半島 南北経済協力・交流共同委員会 発足（ 月）
韓中 国交樹立（ 月 日）
韓国 安全企画部 北朝鮮大型スパイ事件 摘発（ 月）、南北交易中断（ 年 月）
韓国 金永三・第 代大統領就任（ 月 日 年 月）
北朝鮮 核拡散防止条約（ ）脱退表明（ 月 日）
中国 江沢民国家主席就任（ 月 日 年 月）
北朝鮮 金日成主席死去（ 月 日）
米朝 北朝鮮核問題に関する米朝枠組み合意（ 月 日）
韓国 金泳三大統領 南北経済協力活性化措置 発表（ 月 日）
朝鮮半島エネルギー開発機構（ ）発足（ 月 日）
中ロ 戦略的パートナーシップ 宣言（ 月）
年 事 項
北朝鮮 南浦での大宇合弁工場稼動（ 月 日）
北朝鮮 羅津・先鋒経済貿易地帯 国際投資・ビジネスフォーラム 開催（ 月 日）
朝鮮半島 韓国東海岸で北朝鮮潜水艦進入・座礁事件発生、南北交易中断（ 月 月）
北朝鮮 外務省スポークスマン、平壌放送を通じて 深い遺憾の意 表明（ 月 日）
中ロ 国境画定作業終了宣言（ 月）
韓国 金大中・第 代大統領就任（ 月 日 年 月）
韓国 金大中大統領 南北経済交流活性化措置 発表、 包容政策 の具体化（ 月 日）
韓国 鄭周永名誉会長訪朝、金剛山観光開発事業に関する議定書交換（ 月）
北朝鮮 弾道ミサイル（テポドン 号）発射実験（ 月 日）
朝鮮半島 鄭周永訪朝、金正日総書記と会談、金剛山観光事業開始を確認（ 月 日）
朝鮮半島 金剛山観光事業スタート（ 月 日）
朝鮮半島 南北海軍が西海にて交戦（ 月 日）
朝鮮半島 金剛山韓国人観光客拘束事件発生（ 月 日）、観光事業中断（ 月 日）
朝鮮半島 鄭周永訪朝、西海岸（後に開城に決定）での工業団地造成に合意（ 月 日）
ロシア プーチン・ロシア連邦第 代大統領就任（ 月 日 年 月）
中朝 金正日総書記訪中（ 月 日）
朝鮮半島 南北首脳会談、 項目からなる 南北共同宣言 署名（平壌 月 日）
朝鮮半島 第 回南北閣僚級会談、南北間鉄道・道路連結合意（ 月 日）
韓国現代峨山と朝鮮アジア太平洋平和委員会が開城工業団地開発合意書締結（ 月 日）
韓国 金大中大統領ノーベル平和賞受賞（ 月 日）
中朝 金正日総書記訪中（ 月 日）
米国 ブッシュ・第 代大統領就任（ 月 日）、対北朝鮮政策の見直し表明
韓ロ 首脳会談、 建設的・相互補完的パートナーシップ 確認（ 月 日・ソウル）
日本 中学社会 新しい歴史教科書 （扶桑社版）、検定合格（ 月）
上海協力機構発足（ 月 日）
中ロ 善隣友好協力条約締結（ 月 日）
米国 ブッシュ大統領、イラン・イラクと並んで北朝鮮を 悪の枢軸 と規定（ 月 日）
北朝鮮 経済管理改善措置 を実行（ 月 日）
日朝 小泉首相訪朝・首脳会談、 平壌宣言 発表（ 月 日）
朝鮮半島 南北鉄道・道路連結工事同時着工式（ 月 日）
北朝鮮 開城工業地区法を制定（ 月 日）
北朝鮮 濃縮ウラン計画疑惑浮上・ 重油提供停止（ 月）
韓国 盧武鉉・第 代大統領就任（ 月 日 年 月）
中国 胡錦濤国家主席就任（ 月 日 年 月）
中朝 金正日総書記訪中（ 月 日）
北朝鮮 開城工業団地着工式（ 月 日）
第 回 カ国協議開催（ 月 日 北京）
塗り替えられた北東アジアの経済地図
年 事 項
中国 国家プロジェクト 東北振興 策定（ 月）
理事会 北朝鮮での軽水炉建設停止を決定（ 月）
日韓 締結政府間協議開始（ 月）
第 回 カ国協議開催（ 月 日 北京）
中朝 金正日総書記訪中（ 月 日）
日朝 小泉首相再訪朝、金正日総書記と会談（ 月 日）
第 回 カ国協議開催（ 月 日 北京）
韓国 開城工業団地・モデル団地竣工（ 月 日）
中ロ 東部国境に関する批准書 交換（ 月）、中ロ国境最終確定
中ロ 共同軍事演習 平和の使命 実施（ 月 日 日）
中ロ 年までの中ロ経済貿易協力要綱に関する覚書 署名（ 月）
日本 島根県条例第 号 竹島の日を定める条例 制定（ 月 日）
第 回 カ国協議開催（ 月 月 日、 月 日 北京）
第 回 カ国協議開催（ 月 日、 年 月 日、 年 月 日 日 北京）
中国 ロシア年 開催
中朝 金正日総書記訪中（ 月 日）
韓国 開城工業団地第 期工事完工（ 月）
北朝鮮 長距離運搬ロケット（テポドン 号）を含むミサイル実験（ 月 日）
北朝鮮 地下核実験（ 月 日）
国連安全保障理事会 対北朝鮮制裁決議 号を全会一致で採択（ 月 日）
ロシア 中国年 開催
第 回 カ国協議開催（ 月 日、 月 日 北京）
朝鮮半島 南北首脳会談（平壌 月 日 日）
韓国 李明博・第 代大統領就任（ 月 日）、対北朝鮮政策の見直し発表
ロシア メドヴェジェフ・第 代大統領就任（ 月 日 年 月）
北朝鮮 金剛山韓国人観光客銃撃事件発生、金剛山観光事業中断（ 月 日 ）
韓ロ 首脳会談、 戦略的パートナー関係 への格上げ（ 月・モスクワ）
米国 北朝鮮に対する テロ支援国家 指定解除（ 月 日）
米国 オバマ・第 代大統領就任（ 月 日 年 月）
北朝鮮 長距離運搬ロケット（テポドン 号）発射実験（ 月 日）
国連安全保障理事会 対北朝鮮非難議長声明採択（ 月 日）
北朝鮮 カ国協議脱退表明（ 月 日）
北朝鮮 第 回地下核実験（ 月 日）
国連安全保障理事会 対北朝鮮制裁決議 号を全会一意で採択（ 月 日）
朝鮮半島 韓国哨戒艦撃沈没事件発生（ 月 日）
北朝鮮 金剛山観光施設没収（ 月 日）
中朝 金正日総書記訪中（ 月 日）
中朝 金正日総書記訪中（ 月 日）
日中 尖閣諸島での中国漁船による海上保安庁の巡視船への衝突事件（ 月 日）
年 事 項
北朝鮮 韓国延坪島砲撃（ 月 日）
中朝 金正日総書記訪中（ 月 日）
北朝鮮 金正日総書記死去（ 月 日）
北朝鮮 金正恩国防委員会第一委員長就任（ 月 日）
北朝鮮 複数回の各種ミサイル発射実験（ 月 日、 月 日）
ロシア プーチン・第 代大統領就任（ 月 日）
韓国 李明博大統領・竹島（韓国名 独島）上陸（ 月 日）、天皇謝罪要求（ 月 日）
日本政府 尖閣諸島国有化（ 月 日）
中国 大規模反日デモ勃発（ 月）
中国 人民解放軍海軍初の空母 遼寧 就役（ 月 日）
北朝鮮 第 回核実験（ 月 日）
韓国 朴槿恵・第 代大統領就任（ 月 日）
中国 習近平国家主席就任（ 月 日）
日中韓 締結交渉会議開始（ 月 日）
北朝鮮 開城工業団地閉鎖（ 月）
北朝鮮 複数回の各種ミサイル発射実験（ 月）
韓中 朴槿恵大統領訪中（ 月 日 日）・抗日戦争勝利 周年記念式典出席
開城工業団地操業再開（ 月）
中国 習近平国家主席、 一帯一路（シルクロード経済圏）構想及び 構想発表（ 月）
北朝鮮 複数回の各種ミサイル発射実験（ 月、 月、 月、 月、 月、 月）
韓国 大型旅客船セウォル号沈没事故発生（ 月 日）
北朝鮮 複数回のミサイル発射実験（ 月、 月、 月、 月）
韓中 朴槿恵大統領訪中（ 月 日）
韓中 発効（ 月 日）
日韓 慰安婦問題を巡り日韓政府最終合意（ 月 日）
北朝鮮 第 回核実験（ 月 日）
（アジアインフラ投資銀行）開業式典開催（ 月 日）
韓国政府 開城工業団地操業停止決定（ 月 日）
北朝鮮 複数回の各種ミサイル発射実験（ 月、 月、 月、 月、 月、 月、 月、 月）
北朝鮮 年ぶりに朝鮮労働党大会開催（ 月 日）
米韓 韓国国防省と在韓米軍、 配備を最終決定（ 月 日）
北朝鮮 第 回核実験（ 月 日）
日韓 長嶺駐韓大使一時帰国（ 月 日 月 日）
米国 トランプ・第 代大統領就任（ 月 日）
北朝鮮 複数回の各種ミサイル発射実験（ 月、 月、 月、 月、 月、 月、 月）
韓国 朴槿恵大統領罷免（ 月 日）
韓国 文在寅・第 代大統領就任（ 月 日）
一帯一路 国際会議開催（ 月 日）
北朝鮮 第 回核実験〔 月 日〕
資料 坂田［ ］、［ ］、［ ］、［ ］、［ ］、［ ］、［ ］、 日本経済新聞 他より作成。
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塗り替えられた北東アジアの経済地図

